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Ⅰ．過去４年間における主要政策の成果

□　知的財産主務部署として政府レベルの知的財産戦略推進体系の構築を先導
・　2009年３月に「21世紀知識財産ビジョンと実行戦略」を発表後、知的財産基本法の制定（2011．5）、施行（2011．7）、及び国家知識財産委員会の設置・運営（2011．7）を主導
＊　「国家の将来を考えたとき、非常に重要な問題である知的財産権の確保に積極的に取り組むべきである」（知的財産強国実行戦略報告時におけるVIPの言葉、第15回国家競争力強化委員会（2009．7））
・　知的財産戦略を統合的に樹立・推進するための制度的な枠組みを構築し、韓国が知的財産強国に飛躍することができる土台を整備
□　世界最高水準の審査・審判サービスの提供
・　審査官の増員、業務プロセスの改善、時間・場所を選ばずに審査が可能となる特許行政情報システムの構築等を通じた世界最速の特許審査サービスを提供
＊　特許審査処理期間（2010基準、単位：カ月）：（韓）18.5、（EU）21.8、（米）24.6、（日）28.7
－　特に、低炭素グリーン成長支援のための超高速審査制度＊及び迅速審判制度2009年10月に世界で初めて施行、優秀グリーン技術の早期権利化を支援
＊　審査請求から１カ月以内に審査に着手
・　最高水準の審査サービス品質維持のための努力
－　審査・審判官の専門性向上、審査評価の強化、先行技術調査における品質管理体系の構築等を通じた高品質審査・審判サービスの提供により、より強力な特許創出を誘導
－　このような努力の結果、審査サービスの品質が国際的に認められ、PCT
国際調査依頼件数及び手数料収入が増加
＊　外国企業の依頼件数（件）：（2008）11,653→（2009）13,978→（2010）13,877
＊　手数料収入（万ドル）：（2008）284→（2009）908→（2010）1,515
□　産・学・研の知的財産創出・活用能力の強化
・　市場分析を通じて未来を主導する主要・源泉特許を発掘し、それを確保するための知的財産権を中心とした技術獲得戦略を推進
＊　支援対象（件）：（2009）83→（2010）111→（2011）122
＊　事業成果（2010年基準、推定）：予算節減234億ウォン、売上額2,849億ウォンアッ
　　プ
・　研究企画段階から特許情報を調査・分析し、政府R&D重複投資防止等による効率性を向上
＊　最近４年間（2008～2011）の支援課題：16,579件
＜特許情報活用による政府R&D成果＞
	区分
	活用成果

	予算節減
	・重複投資防止等を通じ、2,964億ウォンの予算を節減

	特許創出
	・１課題当たり特許2.37件を追加創出

	特許品質
	・優秀特許の比率が1.5倍に向上


＊　知識経済部、教育科学技術部等の11部署の3,335課題を調査（2010年、ソウル大学経済研究所）
・　自治体及び地域に所在する中小企業の知的財産の創出・活用活動を支援し、地域経済の活性化や働き口の創出を図る。
－　全国の32カ所の地域知識財産センターを通じ、最近４年間（2008～2011）における約13千件の中小企業と自治体の特許・ブランド・デザインについて権利化及び事業化を支援
＊　支援企業数：（2008）1,609→（2009）2,601→（2010）3,133→（2011）5,694
・　産業界が必要とする知的財産人材を養成する体系を整備し、知的財産の生態系における好循環のための人的インフラを構築
－　産・学協力プログラムであるキャンパス特許戦略ユニバーシアードの開催＊、知的財産専門学位過程の運営（KAIST、弘益大）、大学（院）における知的財産教育の実施
＊　2010年キャンパス特許戦略ユニバーシアード受賞者の就職率：84.3％
・　軍の将兵に対する知的財産教育や発明コンテストを拡大し、知的財産権の認識向上及び軍用品性能改善を積極的に誘導
＊　参加部隊数/コンテストへの出品件数：（2008）９/493→（2009）15/769→（2010）23/924→（2011）29/1,007
□　グローバル知的財産協力と分かち合いを通じた国家イメージの向上
・　特許分野における先進５特許庁（IP5）
間の協力体系を確固たるものとすると共に、商標・デザイン（商・デ）分野においてもG4体系を構築
＊　（特許）IP5庁長会議（2008年10月、済州）、情報化実務会議（2011年３月、大田）等を主催、IP5の10大基盤課題（審査官共通訓練政策、外国語の機械翻訳等）を共同で遂行
（商・デ）（～2010）米・日・EUの先進３特許/商標庁中心→（2011）韓・米・日・EUの４特許/商標庁に拡大
－　IP5間審査制度・基準等、特許システムの国際的調和を先導し、韓国企業の海外出願時の費用及び時間節減を推進
・　特許審査ハイウェイ（PPH）
施行国の拡大＊、ヨーロッパ商標庁とのMOU締結（2011年３月）等、両者間協力を通じてグローバル審査能力を確保
＊　PPH施行国：（2008）２カ国→（2011）９カ国
・　現地オーダーメイド型の適正技術
の発掘・開発及び普及＊、発展途上国の公務員に対する知的財産教育を拡大実施**等、知的財産分かち合い運動を展開
－　韓国固有の知的財産権援助モデルの体系化及び世界への普及を通じ、IP5特許大国としてのイメージを国際社会に強調
＊　アフリカチャドサトウキビ炭、及び乾燥マンゴー製造技術の普及（2010．１～７）
**　教育対象者数/国家数：（2008）112/35→（2009）133/32→（2010）170/34→（2011）183/29
□　公正な知的財産社会の造成
・　疎外階層や疎外地域の青少年に対する分かち合い発明教室及びキャンプ、オンライン発明教育の運営、無料弁理士サービスの提供等を通じて社会的弱者に対する配慮を拡大
＊　分かち合い発明教室（回）：（2010）40→（2011）50、分かち合い発明キャンプ（回）：（2010）５→（2011）６
＊　公益弁理士の相談（件）：（2008）6,396→（2009）7,086→（2010）7,314→（2011．11）8,027
・　商標権特別司法警察隊（特司警）の導入（2010．８）により偽造商品を取締り、営業秘密原本証明サービスの実施（2010．11）により技術流出防止を支援
· 特司警導入以前（2010．１～８）：刑事立件15名（月平均1.9名）/押収物品2,860　

　　　件
　　　導入後（2010．９～2011．11）：刑事立件179名（月平均11.9名）/押収物品57,115　

　　　件
＊　営業秘密原本証明サービスの実績（累積）：1,130件（2011．11）
Ⅱ．2011年の主要成果及び最近の政策環境
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□　知的財産強国実現のための政府レベルの推進体系を本格的に稼動
・　知的財産基本法の制定・施行及び国家知識財産委員会発足後、国家知識財産基本計画（５年単位）、施行計画（１年単位）を樹立
□　世界最高水準の審査サービスの提供
・　審査官の増員（93名）、先行技術調査サービスの拡大、PCT専担部署の運営等を通じて特許審査処理期間を年平均16.8カ月以内に短縮（2010年は18.5カ月）
・　韓・米FTA締結による特許法・実用新案法・商標法の改正、ヘーグ協定加入に備えたデザイン制度の国際化等、対内外環境変化に対応した知的財産制度・基準の先進化を推進
・　先進４商標庁（G4）体制構築（５月）、国際出願に対する韓・米間のPCT-PPH
施行（７月）等、主要先進国との審査協力システムを充実化
□　知的財産の創出・保護基盤の強化及び活用促進
・　政府R&D特許成果の管理を一層強化
－　特許技術動向調査支援対象を拡大するため、費用負担方式を変更（５：５共同負担）し、調査対象を部署が申請した全体課題に拡大
－　政府R&D事業結果を通じて創出された特許の質に対し、評価指標を開発・普及し、品質中心のR&D成果管理体系を構築
・　民間企業対象のIP-R&D連携戦略提供により、未来市場主要技術の確保を支援
－　グリーン成長・新成長動力分野の40大主要技術分野を集中的に支援
－　政府支援比率を調整（中堅企業70→50％、大手企業70→０％）し、支援対象を拡大
・　知的財産権保護活動を強化
－　オンライン専担捜査班の新設（12月）及びデジタルフォレンジック装備
構築を通じた偽造商品取締り執行力の強化
－　特許紛争ナビゲーションシステム構築により、海外進出企業に特許紛争情報を提供
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□　未来市場を先占するための国家間・企業間知的財産競争の激化
・　保護貿易の主要手段が反ダンピング提訴から、知的財産権侵害を根拠とした輸入禁止に変化
＊　ITC（米国際貿易委員会）特許関連提訴件数：（2007）35→（2010）56
・　先進企業はR&D、吸収合併＊等を通じて知的財産を確保・蓄積し、それを基に莫大なロイヤルティの要求、訴訟の提起等により、競争企業及び後発企業を牽制
＊　Apple、Googleは特許権確保のため、それぞれNortel、Motorola Mobilityを吸収
＊　韓国の国内外企業間の特許訴訟件数（推定）：（2006）54→（2007）115→（2010）114→（2011．10）114
・　海外特許管理会社（NPEs）
が急増し、韓国企業を対象とした特許訴訟が増加
	→韓国企業が特許紛争に効果的に対応することができるよう、強い特許の創出・確保、最新情報の提供等の支援が必要


　
□　主要先進国は、迅速・正確な審査サービスの提供を通じた競争力確保の努力を展開
・　短くなりつつある製品のライフサイクル、知的財産権紛争の激化等により、知的財産に対する迅速かつ安定的な権利確保が必要であるという認識が全世界に普及
・　主要国は、審査人員の増員、先行技術調査の外注サービスの拡大等、様々な方策を整備・推進
＊　（米）特許審査官定員：（2001）3,165名→（2010）6,128名、優先審査対象拡大（2011）
（日）外注サービス拡大：（2003）16万件→（2010）25万件、特許審査官定員：（2001）1,096名→（2010）1,703名
（EU）特許審査官定員：（2001）2,917名→（2010）3,966名
（中）発明審査官定員：（2001）454名→（2010）1,947名
	→国家競争力向上のため、審査処理期間の短縮、審査品質の向上及びグローバル協力強化等の努力が必要


□　R&D投資の持続的な拡大等により、特許の量的規模は世界的な水準＊に達したが、質的水準は相対的に不足
＊　特許出願４位（2010）、PCT国際出願５位（2010）、GDP比の特許生産性１位（2008）
・　主要・源泉特許の不足により、技術貿易収支の赤字規模＊が継続して増加
＊　技術貿易収支（億ドル）：（1990）Δ10.7、（1995）Δ18.4、（2005）Δ29.0、（2009）Δ48.6
	→企業等が特許分析を通じて未来市場を先占できる主要特許を発掘・創出することができるよう、R&D投資の誘導が必要


□　知的財産の重要性に対する認識が普及している一方で、社会的な環境は不　

　　足
・　大学・公共（研）、企業の知的財産管理能力が全般的に不十分
＊　大学・公共（研）の場合、技術移転・事業化業務を遂行する人員は、１機関当たり平均4.35名（米5.8名）であり、年間の技術料収入も150.5百万ドル（米2,276百万ドル）に過ぎない（2011年、知識経済部）
・　知的財産権保護水準は徐々に改善されているが、まだ低い状況
＊　韓国の知的財産権保護順位（IMD）：（2008）37→（2009）33→（2010）32→（2011）31
	→大学・公共（研）・企業に対する知的財産インフラを継続して拡充し、知的財産尊重文化作りが必要


Ⅲ．2012年の業務推進方向

	主要
目標
	
	知的財産基盤の先進一流国家の実現
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	政策
方向
	
	世界最高の知的財産サービス体系の構築
	
	優秀知的財産の創出・活用の促進
	
	知的財産に親和的な
社会への転換
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	重点
推進
課題
	
	□審査・審判サービスの高度化
□市場環境に対応した知的財産制度の構築
□グローバル知的財産協力の拡大
□高品質な特許行政情報化の実現
	
	□政府R&Dとの知的財産権連携強化
□知的財産権に強い中小・中堅企業の育成
□産・学・研の知的財産インフラ拡充
□伝統産業における知的財産競争力強化
	
	□顧客中心の請願サービスの改善
□知的財産に親和的な社会基盤作り
□韓国国内外における知的財産権保護強化


Ⅳ．世界最高の知的財産サービス体系の構築
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	・審査・審判のスピード（処理期間）と品質において世界最高水準の競争力を維持


□　顧客の要求に応える審査・審判処理期間を達成
・　（特許・実用新案）年平均14.8カ月以内に短縮し、出願人の早急な特許権の確保及び活用を支援
＊　特・実審査処理期間（カ月）：（2010）18.5→（2011）16.8→（2012）14.8
＊　主要国の特・実審査処理期間（2010年、カ月）：（EU）21.8、（米）24.6、（日）28.7
・　（商標・デザイン）年平均９カ月以内に短縮し、市場の急速な変化と企業の要求に応える。
＊　商・デ処理期間（カ月）：（2010）10.6→（2011）10→（2012）９
・　（審判）年平均９カ月水準に短縮し、迅速な紛争解決を支援
＊　審判処理期間（カ月）：（2010）9.9→（2011）9.5→（2012）９
□　顧客オーダーメイド型３－Track（優先/一般/遅い）審査サービスの充実化
・　環境の変化に対応するため、優先審査・審判対象を拡大
－　韓・中間PPH及びPCT-PPH（2012．３）、韓・日間PCT-PPH施行（2012年上半期）による審査案件を優先審査対象に追加
－　水際措置時の通関保留・許容のための知的財産権侵害判断事件を優先的に処理
・　Track別審査処理期間の継続的な管理＊を通じて出願人の審査処理時点における予測可能性を向上
＊　（優先審査）優先審査決定日から４カ月以内
（一般審査）平均18カ月程度
（遅い審査）24カ月以降の審査希望日から３カ月
□　高度審査・審判人材の増員及び専門性向上
・　技術分野別の博士・技術士等の専門家（75名）、商標・デザイン分野の専門家（26名）を新規審査官として採用する方策を推進（2012．１～）
・　審査官に対し、技術の先端化・高度化によるオーダーメイド型新技術教育を実施し、レベル別定期評価と並行して審査着手案件に対する月別評価を実施
－　月別評価結果を基に全般的な品質水準を診断（安全－注意－警戒－深刻）し、品質低下時には警報発令等の対応措置を推進
・　観点別＊審査評価方式を特許・実用新案から商標・デザイン分野に拡大
＊　５つの評価観点：手続の効率性、識別力判断の正確性、検索の充実性、指定商品審査の正確性、顧客指向性
・　審査品質評価委員会＊を運営し、特許法院の審決取消案件に対する取消原因を分析・評価し、優秀審決文を選定・共有
＊　四半期別に１回開催し、特許審判院長や審判長が参加
□　高品質審査・審判支援のインフラ構築
・　審査・審判官が米・日・EU等の主要国特許庁の審査進行状況を一括して確認することができるよう、審査情報統合照会サービス（OPD）
を提供
・　外部専門家の技術専門性と最新資料へのアクセス性を審査に活用するという開かれた審査制度を本格的に実施
＊　開かれた審査の試験事業実施（2010～2011）、専用サイトの構築（2011．12）
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	・市場及び顧客の需要変化とグローバル知的財産規範を反映する知的財産権関連制度の改善


□　特許法条約（PLT）
加盟に備えた特許法・実用新案法の改正
・　論文、又は外国語でも特許出願できるよう提出形式を大幅に自由化し、在外者も韓国国内の代理人なしに直接出願手続を進められるよう要件を緩和
・　優先権主張の追加・回復の機会を拡大し、期限未遵守により消滅する可能性のある権利の回復を可能とする等、特許の獲得・維持の利便性を増大
＊　推進日程：改正案の国会提出（2012．６）、2013年施行
□　国民の便宜増進のための商標法体系改善
・　インターネット上における商標侵害に効果的に対応し、国民の目線の高さに合わせた簡潔な商標法を目指して全面的に改正する案を整備
＊　現行法は20回余りの部分改正によって、本条文98カ条、枝条文140カ条で構成
・　商標登録後に活用されていない「貯蔵商標」の発生＊を未然に防止するため、審査段階から出願人の使用意志を確認する手続**を整備
＊　全体登録商標のうち、28.1％のみが使用されているという調査結果（2008．12）
**　基本商品20個超過時の手数料加算制を施行（2012．４）
□　強いデザイン権創出のための制度改善
・　海外で容易にデザインを権利化できるよう、デザイン分野の国際出願システムであるヘーグ協定
に加盟（2012．10）
・　複数デザイン出願要件を緩和＊し、デザイン権の創出・活用を促進
＊　範囲：（現行）無審査出願に限る→（改善）審査・無審査の区分をなくす
１出願当たりの複数デザイン可能数：（現行）20件→（改善）100件
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	・主要先進国との協力を強化すると共に、最貧国・発展途上国に対する知的財産分かち合い事業を拡大し、知的財産分野のG5としてのイメージを向上
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□　IP5の10大基盤課題
の共同推進等、３大実務グループの活動に主導的に参加
＜３大実務グループを活用した10大基盤課題の推進体系＞
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・　（分類実務グループ）韓国の強みである太陽光、半導体技術分野を国際共通特許分類に反映することができるよう推進
・　（情報化実務グループ）韓国特許庁の主導課題である機械翻訳システムの高度化のため、日本、中国特許庁と共同対応方策を模索
・　（特許審査政策実務グループ）審査ノウハウ、審査基準等の調和のためのIP5審査官ワークショップの開催及び教育訓練の交互参加等、審査官訓練政策課題を主導
□　IP5議論内容の民間及び対外への普及
・　ASEAN国家等の新興発展途上国を対象としてセミナー、教育を通じてIP5間の議論内容を普及
・　韓国知識財産協会（KIPA）
等、韓国国内外の民間団体との協力を通じてIP5間の議論内容を普及
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・　韓国国民が多数出願する国々とのPPH、PCT-PPH施行を拡大
＊　PPH：（2011）９カ国（米・英・日等）→（2012）12カ国（中国等３カ国を拡大）
＊　PCT-PPH：（2011）１カ国（米）→（2012）３カ国（米・日・中）
・　審査負担の軽減や審査品質の向上のためのPCT協業審査
（韓・米・EU）及び戦略的迅速審査
（韓・米）を試験的に実施
＊　PCT協業審査分野：通信制御・半導体製造等８分野（2011．10～2012．10）
＊　戦略的迅速審査分野：半導体及び燃料電池（2011．10～2012．10）
□　商標・デザイン分野に対するグローバル協力体系の構築
・　主要国商標庁との高官級会談、韓・EU商標庁の商標専門家の交流、韓・日、韓・中デザイン専門家の交流等、商標・デザイン分野の協力チャンネルの多様化
＊　韓・EU商標庁の庁長会談（2012．３）、韓・日及び韓・中デザイン専門家会議開催（2012．５）、韓・米・日・EU商標庁定例会議（2012．６）、韓・中庁長級会談（2012年上半期）
・　米・日・中・EU商標庁と共に悪意のある商標出願
に対する共同対応体系を構築し、韓国伝統食品を共通商品・サービスリスト
へ追加するよう推進
□　発展途上国との知的財産権協力を強化
・　特許情報化と知的財産権教育支援を通じ、ベトナム、インド、ブラジル等、成長潜在力のある国々と知的財産協力基盤を造成
＊　インド・ブラジル特許庁との高官級会談（2012年下半期）、ベトナム知的財産権公務員研修（2012．11）
[image: image13.png]



□　適正技術の開発・普及及びブランド支援の拡大
・　知的財産を活用して発展途上国の生活の質を向上するため、NGOと共同で現地オーダーメイド型適性技術の開発を推進
＊　グッドネイバーズとカンボジアへの家庭用浄水器の普及を推進（2012．６）
・　APECと共同で発展途上国優秀生産品のブランド開発・権利化を支援し、現地住民の所得増大に寄与
＊　チリの果実カクテルに対するブランド開発を支援（2012．４）
・　知的財産分かち合い事業における国際機構・NGOとの協力体系を強化
＊　WIPOと共同で優秀生産品のブランド化関連国際コンファレンスを開催（2012．12）
＊　KOICAと知的財産分かち合い事業共同推進のためのMOUを締結（2012．３）
□　特許行政情報システムの海外への伝播及び発展途上国教育協力事業を推進
・　公的開発援助（ODA）を活用し、モンゴル・アゼルバイジャンに特許行政情報システムを構築＊し、ARIPO
に特許行政情報化コンサルティングを支援**
＊　モンゴル（3.4百万ドル、2009～2012年上半期）、アゼルバイジャン（4.2百万ドル、2012年～）
**　ARIPO管理者・実務者の招待研修を推進（2012年下半期）
・　国際機構（WIPO・APEC）と共同で発展途上国のための知的財産権ｅ－ラーニングコンテンツ
の開発・普及及び教育＊を実施
＊　WIPOと共同でスペイン語版・フランス語版のIPパノラマ活用教育を推進
・　発展途上国の知的財産能力強化のため、WIPO、KOICAと共同で知的財産教育を実施
＊　（2011）13回、29カ国（エチオピア、チュニジア等）→（2012）15回、30カ国（ベトナム、ペルー等）
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	・特許行政情報システムの高度化により高品質審査・審判環境を構築し、民間に対する知的財産情報サービスの提供拡により情報活用を促進


□　特許行政情報システムの高度化を通じた高品質審査・審判処理を支援
・　時間と場所に束縛されないサーバー基盤コンピューティング業務環境を実現（2012．１）
＊　全ての文書をサーバーにセーブし、時間・場所を選ばずに個人PC及び特許行政情報システムにアクセスして業務を遂行
・　中国文献の自動翻訳、図面の自動解析、引用文献の分析等の様々な便宜機能を提供し、審査品質を向上（2012．12）
・　特許法条約、ヘーグ協定加盟に備え、システムを追加改編（2012．12）
＊　（特許法条約）無形式特許出願、（ヘーグ協定）デザイン国際出願
□　韓国国内外における特許情報の拡充及び品質強化
・　韓国国内外における産業財産権データ、電子ジャーナル、インターネット公知技術等、非特許文献DBを拡大構築
＊　産業財産権データ構築（累積）：（2011）202百万件→（2012）212百万件
・　データ品質管理体系を整備し、特許DB品質を世界最高水準に改善
＊　特許DBデータ誤謬率：（2011）0.55％→（2012）0.45％（2010年公共DBの平均は６％）
□　知的財産情報サービスの提供を拡大
・　民間の情報アクセス性向上のため、産業財産権公報、パテントマップ、審決文等の様々な知的財産情報を連携・提供するIPポータルシステム＊を構築（2012．12）
＊　産業財産権利情報、人材情報、分析情報、教育情報等、計16の情報サービスを連携提供
・　特許分析に必要な高度IP情報＊を民間に追加普及し、情報活用を通じた付加価値創出を誘導
＊　（高度IP情報）パテントファミリー情報、被引用情報、行政処理情報、権利者変動情報、先行技術調査報告書
Ⅴ．優秀な知的財産の創出・活用促進
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	・政府R&D事業で主要・源泉・標準特許が創出できるよう、特許情報を活用した戦略樹立を支援
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□　政府R&D全過程における知的財産活用情報の強化
・　（課題発掘）300件＊の候補技術に対する特許分析を通じ、主要・源泉特許の創出可能性が高い技術をR&D主管部署に企画課題として提供
· 35産業分野のうち、３つの分野からそれぞれ100件の候補技術を専門家又は部署協議を通じて選定
＜部署R&D企画との連携の例示図＞
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・　（研究企画）重複投資防止のため、特許技術動向調査事業を特許庁とR&D部署間のマッチング方式（５：５共同負担）で継続して推進
・　（研究遂行）中・大型政府R&D事業＊を対象に研究遂行初期にIP-R&D連携戦略支援を通じてオーダーメイド型特許戦略を提示
＊　知識経済部のワールドクラス300、保健福祉部のコロンブスプロジェクト、防衛事業庁の主要部品開発事業等
□　政府R＆D効率化のための制度整備
・　政府R&D研究企画時に特許動向調査義務化規定の実効性向上のため、関連部署及び国家科学技術委員会と協力して関連法令＊の改正を推進
＊　「国家研究開発事業等の成果評価及び成果管理に関する法律」等
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・　標準特許の確保が重要なIT分野を中心に「R&D→国際標準案開発→国際標準制定」等の段階にしたがい、標準特許創出戦略を支援
－　国際標準獲得を目的とするR&D課題に対し、研究開発から標準化活動段階までの総合的な支援を通じて標準特許創出を誘導
＊　R&D標準特許創出支援課題：（2011）14件→（2012）18件
－　国家標準化機関の国際標準案開発課題（2012年、大学・公共（研）等、７件）と連携した特許中心の戦略的国際標準案の開発を支援
・　標準特許政策の効率的な推進のため、知識経済部・教育科学技術部・放送通信委員会・技術標準院等と政府レベルの協議体構成を推進
＊　標準特許政策調律、各部署間関連事業の連携、制度改善等を協議
□　標準特許創出促進のための基盤構築
・　国際標準等の標準特許情報関連DBを構築して企業や大学に提供し、定期的に動向分析報告書を発刊（年４回）
＊　標準特許情報DB構築（累計、件）：（2011）12,000→（2012）17,000
・　弁理士＊と企業R&D人材**を対象にした標準特許実務教育を拡大
＊　弁理士研修制度を活用して教育し、教育履修後は人材プールに登録して管理
**　企業訪問教育（（2011）29回→（2012）36回）、標準特許の基礎/深化課程（年２回）
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	・知的財産権とR&D連携戦略樹立支援を通じて強い特許創出能力を向上し、オーダーメイド型支援を通じて「IPスター企業」を積極的に育成
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□　知的財産権中心の技術獲得戦略支援の充実化
・　企業がグリーン成長及び新成長動力分野等、主要技術分野で強い知的財産権ポートフォリオ
を確保できるよう支援（2012、32件の課題）
＜知的財産権中心の技術獲得戦略推進方向＞
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・　知識経済部、環境部、防衛事業庁等の関係部署の事業（例：R&D、商用化等）との連携を推進し、部署協力型中小企業支援モデルを整備
・　課題の品質向上のため、品質総括責任官を選定し、事業効率化のための事業管理システム及び文書セキュリティソリューション（DRM）
を構築、運営
□　中小企業IP-R&D連携戦略樹立支援の強化
・　対日貿易赤字が大きい先端部品・素材分野のR&D遂行中小企業を対象にオーダーメイド型知的財産権ポートフォリオ構築を支援
＊　（2011）82社→（2012）86社
－　特許戦略支援中心からデザインと特許、デザインとブランド等、知的財産権の融・複合戦略まで拡大して支援
・　創出された知的財産権が事業化されるよう、試作品製作や海外出願費用の支援、紛争コンサルティング等の事業との連携を強化
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□　企業オーダーメイド型支援によりグローバルIPスター企業を育成
・　知的財産権分野で成長潜在力のある地域の有望中小企業をグローバルIPスター企業として選定し、集中的な支援・管理
＊　IPスター企業（累積）：（2010）108社→（2011）311社→（2012）481社
・　IP経営成果評価の結果を反映し、２～３年目スター企業の成長発展段階に適した知的財産支援サービス提供等、支援の充実化
□　中小企業のブランド・デザイン経営支援の拡大
・　参加自治体を拡大し、地域中小企業のブランド・デザイン創出、権利化及び活用を促進
＊　ブランド：（2011）14広域自治体→（2012）16広域自治体
デザイン：（2011）10広域自治体→（2012）15広域自治体
・　中国、日本等の非英語圏の国々へ進出する中小企業に対し、現地の実情に合ったオーダーメイド型ブランド開発及び権利化支援を拡大
＊　（2011）18社、360百万ウォン→（2012）20社、425百万ウォン
□　中小企業の特許技術事業化を戦略的に支援
・　中小企業が保有している主要特許を実際に製品として実現することができるよう、環境調査や市場調査等を通じて事業化戦略と実効方策を提示
＊　特許技術事業化戦略樹立支援：（2012年新規）2,016百万ウォン、30件支援
・　事業化戦略樹立結果により企業別に必要な関連政策＊を事後に連携支援し、特許技術事業化のための支援を総合的に提供
＊　特許技術取引支援、特許技術評価及び初期商用化支援等
・　保証及び投・融資機関等と連携した特許技術評価支援を拡大し、特許技術を基盤とした技術金融投資の活性化を促進
＊　保証及び投資連携評価支援：（2011）210件、1,100百万ウォン→（2012）265件、1,450百万ウォン
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	・産・学・研の優秀特許創出能力の強化及び技術事業化の支援、優秀知的財産権の創出・活用を促進するインフラを積極的に拡大
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□　優秀特許創出のための基盤作り
・　特許管理専門家を派遣し、機関の環境・状況に合った特許管理体系構築を支援（2012、20機関）
・　出願段階から商用化の可能性が高い技術を選別して特許出願・事業化することができるよう、発明インタビュー制を拡大推進
＊　（2011）11機関、350百万ウォン→（2012）15機関、480百万ウォン
□　大学・公共（研）保有特許の活用度向上
・　未活用特許のうち、有望特許を発掘して事業化戦略の提示、需要者の発掘、技術取引等の総合的な支援を拡大
＊　（2011）88件の課題、2,530百万ウォン→（2012）100件の課題、2,640百万ウォン
・　大学・公共（研）が保有特許を共同で活用して技術分野別にパッケージ化（ポートフォリオ構築）し、企業に技術移転ができるように支援
＊　教育科学技術部と共同で推進、（2011）３件の課題、300百万ウォン→（2012）10件の課題、1,000百万ウォン
□　企業の需要を反映した技術開発及び事業化の推進
・　大学・公共（研）が企業の要求事項を反映し、発明・アイディアを開発すれば、創意資本がこれを買い取り・活用する事業を試験的に推進（2012、10件）
・　企業から技術需要を導出し、この技術需要に適合した特許と連携する「技術ニーズ・マッチング協議会」を推進
＊　導出した技術需要（製品生産、特許紛争等）を基に大学・公共（研）の有望特許技術を共同特許ポートフォリオとして構築
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□　地方自治体における知的財産能力の強化
・　地域知的財産の体系的な発展方策を整備するため、知的財産中長期発展方策の樹立を支援し、地域のR&D方向を提示する等、戦略産業を育成
－　技術分野別に主要支援課題、長期課題、韓国国内外協力課題等に区分し、「課題選定→3P＊統合分析→有望・特化技術の発掘→R&D戦略提示」を推進
＊　3P：特許（Patent）、論文（Paper）、市場性（Product Market）
＊　（2012）４地域（仁川、江原、全北、全南）を対象にそれぞれ80百万ウォンを支援
・　地方自治体に対するブランド開発及び権利化を通じて地域イメージの向上及び地域産業活性化を促進
＊　冬季オリンピック開催を支援するため、平昌（ピョンチャン）ブランド開発及び権利化を推進（2011年ブランド戦略樹立、2012年ブランド開発及び権利化（計150百万ウォン、自治体とマッチング））
・　自治体の公務員、農・漁民、地域住民等を対象にレベル別オーダーメイド型教育を拡大し、地域の知的財産に対する認識を向上
＊　（2011）763回、24,674名→（2012）801回、25,907名
□　知的財産権の創出・活用を支援する知的財産サービス業
を育成
・　企業の知的財産サービス需要創出のため、「租税特例制限法」のR&D税額控除対象にサービス関連費用が含まれるよう企画財政部と協議を推進
＊　（例示）特許情報調査費用、特許出願費用、特許明細書翻訳費用等
・　理工系の未就業人材、R&D分野の退職者等に対して知的財産教育を実施し、知的財産サービス業者として採用するよう連携
＊　教育（名）/採用（名）：（2011）17/14→（2012）25/20
・　知的財産サービス業者の能力強化のため、母体組合回収金の一部（10～20％）を有　　　

望知的財産サービス業者に投資
□　特許技術取引促進のためのインフラ拡充
・　韓国国内の特許自動評価システムを高度化し、海外（米国）特許に対する評価・分析システムを新規構築
＊　（2012）特許自動評価システムの改善：437百万ウォン、海外特許戦略支援システムの構築：950百万ウォン
・　特許技術取引の専門家である特許流通相談官を広域圏別に配置し、地域の特許技術取引の需要に対応
＊　（2011）首都圏（３名）、中部圏（１名）、嶺南圏（１名）→（2012）湖南圏（１名）追加配置
□　職務発明制度の継続した普及
・　企業別職務発明制度の運営水準によるオーダーメイド型説明会の開催及び優秀事例の発掘・伝播
＊　説明会開催：（2012）65回
・　使用者と従業員を対象に職務発明制度広報を実施
＊　韓・中・日職務発明フォーラム（2012．11）時の職務発明優秀事例の発表、中小企業中央会・大韓商工会議所等の関連機関を通じた広報
・　職務発明制度の優秀運営中小企業に対する確認制を試験的に運営
－　支援事業の企業を選定する際、確認書を受けた企業には加点を付与
＊　（確認対象）職務発明褒賞規定の有無、褒賞基準及び褒賞形態、褒賞額の協議の有無等
＊　（支援事業）優秀特許技術事業化促進事業、中小企業技術開発事業等
□　国有特許の活用促進
・　国有特許の処分・管理業務を専門機関に委託＊し、国有特許の活用度を向上
＊　農業技術実用化財団（農食品分野における最初の技術取引機関及び技術評価機関）と協力し、農業技術分野における国有特許権の実用化を推進
・　優秀国有特許を選別してインターネット特許技術広場（IP-Mart）に掲載し、事業化成功事例を継続して発掘・広報
・　部署別職務発明担当者に国有特許権の登録・処分管理手続に対する教育を実施（2012．12）
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	・地域の様々な伝統産業に対する知的財産の権利化及び事業化を支援し、地域産業及び企業の競争力を向上


□　伝統産業における知的財産競争力を確保
・　地域特産品のブランド価値創出と知的財産権保護のため、地理的表示団体標章
の権利化を支援
＊　（2011）麟蹄オタカラコウ等の38品目→（2012）広州無等山西瓜等の44品目
・　伝統産業関連中小企業又は生産者団体等に特許、ブランド、デザイン開発等、知的財産サービスを総合的に支援
＊　（2011）螺鈿漆器等の６品目→（2012）任実チーズ等の14品目
・　自治体の伝統産業に対する共同ブランド支援により、地域経済の活性化を促進
＊　（2011）咸平等の９自治体→（2012）共同ブランド開発支援 ５自治体12品目
□　知的財産認識向上及び部署の協力向上
・　伝統産業従事者を対象に、商標、地理的表示団体標章・証明標章等の知的財産の創出・保護・活用に対する具体的な事例教育を実施
＊　（2011）38回、380名→（2012）44回、440名
・　行政安全部主管の郷土資源調査事業の結果のうち、優秀資源に対して地理的表示団体標章登録を支援
□　伝統知識権利保護の強化
・　海外特許庁及び韓国国内の公的機関間の伝統知識DB連携を強化すると共に、モバイル検索環境を実現し、韓国の伝統知識に対する保護を強化
＊　海外：（2011）米・日特許庁等の７特許庁→（2012）８特許庁（インド特許庁を追加）
韓国国内：（2011）健康保険審査評価院→（2012）２カ所（食品医薬品安全庁を追加）
・　韓医学、伝統食品、無形文化財関連の伝統知識DBの追加拡充及び英文翻訳を通じて外国人による伝統知識関連権利取得を防止
＊　（2011）10,000件→（2012）14,000件
Ⅵ．知的財産に親和的な社会への転換
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	・請願サービス基盤を拡充すると共に、手数料納付制度を改善し、顧客中心の特許行政サービス体系を構築


□　請願サービス基盤拡充により顧客要求に対し効果的な対応
・　請願増加に備え、顧客相談士を増員（48名→56名）し、電子出願及び書類作成を助けるための動画マニュアルを製作・普及（2012．2）
・　登録原簿に特許・実用新案明細書、デザイン図面を追加し、知的財産権取引時の便宜を提供（2012．11）
＊　米国、EU、中国の場合、デザイン図面等を添付して登録証を発行
・　特許顧客の個人情報保護強化のため、特許業務用公認認証体系を構築（2012．12）
□　顧客便宜のための手数料納付制度の改善
・　軍将兵の発明・創作意欲向上のための手数料減免制度を施行（2012．4）
　
・　書類の交付申請等、行政サービスに対するオンライン申請手数料を引き下げ、顧客の経済的負担を緩和（2012．12）
・　クレジットカードのポイントを利用した特許手数料納付制度を導入する等、納付方法を多様化（2012．8）
・　自動化機器（ATM）で納付することができる対象手数料及び自動納付申請金融機関を拡大する等の納付の便宜向上（2012．11）
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	・知的財産専門人材の養成、社会的弱者を配慮した制度の運営等により、知的財産が尊重され、公正に実現される社会的基盤を形成
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□　産業界が必要とする知的財産専門人材の養成
・　知的財産教育先導大学専担教授の確保と体系化された教育課程の開設等を支援し、５大学の追加選定を推進
＊　（2011）江原大、仁荷大、全南大の３大学選定→（2012）５大学選定
・　専攻と知的財産を結合した融合型人材養成のため、医薬・デザイン・経営学科に対する知的財産教育を継続して支援
＊　講座数：（2012）医薬５、デザイン15、経営７
・　中小企業の人材を対象に、基礎・中級・深化等、レベル別オーダーメイド型教育を実施し、知的財産能力を向上
＊　ｅ－ラーニングを活用した中小企業研究人材IPリーダー５千名を育成、中小企業人材対象の教育課程40件を運営
□　創意的な発明人材の育成
・　知的財産基盤の次世代エリート企業家、発明エリート学生等に対する支援強化
＊　「次世代エリート企業人センター」の支援対象を発明エリートにまで拡大し、進路・審理相談、教育プログラムの開発・普及、教員研修等を総合的に支援
＊　韓国工学翰林院、教育科学技術部、中小企業庁等の人材育成・創業関連プログラムと連携
・　工業系特性化高校及びマイスター高校全体に発明・特許教育の拡大を推進
＊　（2011）45校→（2012）52校
・　青少年サイバーキャンプを通じて青少年発明記者団１万名を育成
＊　発明記者団の作成記事等に対し、発明教育コンテンツ公募展の開催及びインターネット新聞の発行
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□　教育が十分でない階層・地域に対する発明教育の拡大
・　障害者等の弱者階層に対する知的財産権教育を実施し、疎外地域の青少年のための分かち合い発明教育の充実化＊を推進
＊　（2011）１機関当たり２時間→（2012）１機関当たり10時間
・　軍人を対象に、知的財産権理論や発明品製作実習指導等の教育を拡大実施し、発明コンテスト及び展示会を開催
＊　軍将兵知的財産創出支援事業の予算：（2012）190百万ウォン
＊　知的財産権教育への参加部隊：（2011）29部隊→（2012）30部隊
□　社会的弱者の知的財産創出・保護支援
・　国民基礎生活受給者等の社会的弱者階層に公益弁理士を通じた無料便利サービスを提供
・　知的財産権紛争で苦労している社会的弱者に対する審判・訴訟の直接代理及び侵害関連民事訴訟の費用支援を拡大
＊　侵害関連民事訴訟の支援予算：（2011）100百万ウォン→（2012）140百万ウォン
□　社会的企業に対する知的財産経営支援の拡大
・　16広域市道地域の知識財産センターと連携し、製品ブランド及びデザインの開発、経営コンサルティング等を総合的に支援
＊　（2011）５社、125百万ウォン→（2012）20社、500百万ウォン
・　成長潜在力の大きい社会的企業に対しては非英語圏ブランド開発支援とグローバルIPスター企業等の事業と連携支援
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	・偽造商品取締りの強化、不正競争防止法の改正推進、海外知的財産権紛争対応等を通じて知的財産権を効果的に保護
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□　オン・オフラインの偽造商品侵害対応体系の強化
・　商標権特別司法警察隊を通じて大規模偽造商品の製造・流通に対する常時取締り体系の構築及びオーダーメイド型の一斉捜査を拡大
＊　商標権者等との情報交流を通じて大規模偽造商品製造者に対する一斉捜査を実施
・　オンライン専担捜査班の運営（４名）及びデジタルフォレンジックシステムを高度化し、インターネット上の偽造商品取締りシステムを強化
＊　オンライン偽造商品モニタリングシステムと連携し、常習犯の追跡を強化
□　知的財産保護に対する社会的認識の向上
・　知的財産保護公募展、消費者団体との共同キャンペーン等を通じて青少年、大学生、一般市民の参加を拡大
＊　大学生広告公募展募集部門を拡大
＊　韓国消費者団体協議会との連携を通じた共同キャンペーンを拡大施行
・　世代別特性を考慮し、国民への影響力の大きい様々な媒体を通じたオーダーメイド型広報を強化
＊　ブログやSNS等のニューメディア及び公益広告、TV教養・時事プログラム等を活用した広報を強化
□　営業秘密保護基盤の構築
・　不正競争行為に対する補充的一般条項＊の導入及び営業秘密原本証明制度の法的根拠整備等、不正競争防止法の改正事後手続を進行
＊　新たに発生する様々な類型の不正競争行為を規律するための一般規定
・　企業等を対象に、営業秘密保護関連広報・教育を強化し、営業秘密保護認識及び管理能力を向上
＊　動画製作・配布、コンファレンス（１回）及び説明会（10回）の開催、営業秘密標準管理システムの開発・普及（３社）等
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□　国際知的財産権紛争対応の事前・事後支援強化
・　迅速・正確な紛争予防及び解決のため、特許専門家プールを構成し、企業オーダーメイド型紛争対応戦略樹立支援を拡大
＊　（2011）72社、3,000百万ウォン→（2012）100社、3,540百万ウォン
・　将来発生する可能性のある知的財産権紛争に対する法律費用の負担を緩和するため、中小・中堅企業に知的財産権訴訟保険の加入保険料の一部を支援
＊　保険料引き下げを誘導するため、複数の保険会社を選定し、競争体制を維持すると共に、企業の需要に合った様々な保険商品の販売を推進
・　中国等の発展途上国において発生する知的財産権侵害に積極的に対応することができるよう、海外で流通するオンライン偽造商品に対するモニタリングを強化
＊　2011年中国に対して提供した試験的なサービスを分析し、2012年から本格的に実施
□　国際知的財産権紛争情報の収集・分析及びネットワークの構築
・　韓国企業が海外に進出する際、知的財産権紛争に備えられるよう、輸出企業の状況（業種、進出形態、進出国）に適合したオーダーメイド型最新紛争情報を総合的に提供＊
＊　国際特許紛争動向、NPEsの活動動向、訴訟事例、主要国の知的財産権制度、主要紛争イシュー等の最新情報と現地紛争専門家の情報を収集・分析して総合的に提供
・　紛争の兆候が濃厚な産業・技術群に対し、紛争の危険性を事前に告知することができる紛争予測及び対応模型＊の段階的開発
＊　紛争を誘発する影響要因間の関係を分析し、紛争の危険を避けると共に、その対策を迅速に提供
・　共通の紛争イシューに対し、関連企業間で紛争情報を共有し、解決策を模索できるよう、企業協議体構成を支援
＊　セットトップボックス、自動車空調装置、RFID/USN産業の企業協議体を構成・運営中（2011年下半期）
□　国際知的財産権紛争対応体系の構築
・　国際知的財産権紛争対応能力が弱い企業を支援するための「国際特許紛争対応センター＊」を設置
＊　国際知的財産権紛争関連の最新情報を専門的に収集・分析し、知的財産権紛争に対する対応戦略の樹立等の専門相談サービスを提供
・　大学・公共（研）、創意資本、企業が保有している知的財産権情報を相互共有し、国際知的財産権紛争時にライセンシングできるよう特許プールを構成・運営
＊　平常時には供給者（大学・公共（研）、創意資本）と使用者（企業）間の連結を支援し、特許技術の移転・事業化及び紛争予防を支援
・　FTA締結による国際IP紛争の被害＊を最小化するため、政府部署間の協力体系**を構築し、関連制度を整備
＊　（韓・EU FTA）水際措置対象に特許権、デザイン権侵害物品が含まれる
（韓・米FTA）許可・特許連携制度の導入により、特許権侵害の有無が医薬品の許可に影響
**　企画財政部、関税庁（水際措置）及び保健福祉部、食品医薬品安全庁（許可・特許連携）と共に制度改善タスクフォースを構成・運営し、関連制度の改善を推進
□　海外における韓国企業の知的財産保護強化
・　現地での権利確保、紛争対応、相談、情報提供等を支援するためのIP-DESKを拡大設置
＊　IP-DESK設置：（2011）７つ（中５、タイ１、ベトナム１）→（2012）８つ（米に１つ追加）
・　知的財産権侵害商品に対する海外現地取締り強化のため、侵害頻発の地域又は業種に対する集中的な調査を拡大
＊　調査回数：（2011）６件→（2012）12件
・　問題点の伝達及び協力方策を議論するため、現地監督機関に「官民合同代表団」を派遣
＊　中国の工商行政管理総局（商標）・知識産権局（特許）・税関等を訪問（2012．11）
＜添付＞2012年主要課題の実践計画

	１
	
	世界最高の知的財産サービス体系構築
	
	日程

	
	
	
	
	

	第
１
四
半
期
	
	・2013年IP Summer Schoolの韓国開催等、韓・APEC間の新規事業を提案
・カンボジアに家庭用浄水器の開発・普及
・KOICAと知的財産分かち合い事業協同推進のためのMOU締結
・韓・EU商標庁の商標・デザイン制度セミナー
・韓・中特許審査ハイウェイ及び国際特許審査ハイウェイの試験的実施
・IP5分類実務グループ会議への参加
・韓・EU商標庁長会談
	
	２月
３月
３月
３月
３月
３月
３月

	
	
	
	
	

	第
２
四
半
期
	
	・中国及びチリの地域生産品に対するブランド開発支援
・韓・EU商標庁の知的財産権専門家の相互派遣
・IP5次長会議
・韓・日知的財産研修機関会議
・韓・日デザイン専門家会議
・韓・日情報化専門家会議
・特許法条約（PCT）反映特許法改正案の国会提出
・NGOなどと適正技術の新規需要発掘
・モンゴル特許情報システム運営コンサルティング
・第５回IP5庁長会議
	
	４月
４月
５月
５月
５月
５月
６月
６月
６月
６月

	
	
	
	
	

	下
半
期
	
	・IP5統計実務グループ会議の開催
・IP5情報化実務グループ会議への参加
・韓・中・日特許審査専門家会議への参加
・韓・中特許専門家会議への参加
・IP5特許審査政策実務グループ会議への参加
・韓・中商標分野の庁長級会談
・韓・日、韓・中・日特許庁長会談
・商標・デザインの４庁会議
・発展途上国優秀生産品のブランド化関連国際コンファレンス開催
	
	７月
７月
８月
８月
10月
11月
11月
12月
12月


	２
	
	優秀知的財産の創出・活用の促進
	
	日程

	
	
	
	
	

	第
１
四
半
期
	
	・特許管理専門家の新規機関への派遣
・地域知的財産創出支援事業及び地域知識財産センター成果評価
・有望特許技術の発掘及び事業化支援事業の支援機関選定
・地域中小企業支援事業の説明会開催
・知的財産教育先導大学の発足
・地域知的財産創出支援事業の総合成果報告会
・標準特許創出支援事業遂行機関の選定及びキックオフ開催
・R&D IP協議会総会の開催
・特許流通相談官の新規採用
	
	１月
１月
２月
２月
３月
３月
３月
３月
３月

	
	
	
	
	

	第
２
四
半
期
	
	・有望特許技術の発掘及び事業化支援事業のキックオフ開催
・発明インタビュー制運営現場の点検
・有望特許技術の発掘及び事業化支援事業戦略支援課題の選定
	
	４月
5~6月
６月

	
	
	
	
	

	下
半
期
	
	・特許管理専門家派遣機関の現場実態調査
・有望特許技術の発掘及び事業化支援事業の戦略推進委員会開催
・産・学・金連携支援のための技術・企業IRの開催
・２回目の知的財産教育先導大学選定
・IP経営人コンテストの開催
・R&D IP協議会フォーラムの開催
・有望特許技術の発掘及び事業化支援事業の最終成果評価
・IP経営コンファレンスの開催
・標準特許創出支援事業の最終成果評価
・特許管理専門家派遣事業の最終成果評価
・海外特許戦略支援システムの構築
	
	7~9月
７月
８月
11月
11月
11月
12月
12月
12月
12月
12月


	３
	
	親知的財産社会への転換
	
	日程

	
	
	
	
	

	第
１
四
半
期
	
	・偽造商品流通根絶のためのオン・オフライン取締り計画の樹立
・特許顧客相談センター相談人材の増員
・国家知識財産実行計画の樹立
・営業秘密保護センター、国際特許紛争対応センターの設置
・特許顧客相談用電子出願動画マニュアルの製作
・第３期知的財産基盤次世代英才企業家教育受講者のオリエンテーション
・知的財産保護ブログ及びSNS活用広報
・海外知的財産権紛争支援事業の遂行
・海外オンライン偽造商品のモニタリング
	
	１月
１月
２月
２月
２月
２月
3~11月
随時
随時

	
	
	
	
	

	第
２
四
半
期
	
	・義務兵に対する出願料等の特許手数料減免制度の施行
・企業協議体の構成支援
・青少年発明記者団の発足式開催
・大学生知的財産権保護広告公募展
・消費者団体と連携した知的財産クリーンキャンペーンの展開
・引き下げ対象オンライン特許行政サービス申請手数料の確定
	
	４月
4~10月
５月
5~7月
６月
６月

	
	
	
	
	

	下
半
期
	
	・消費者団体を通じた消費者教育及び青少年体験学習
・大韓民国学生発明・創意力コンテスト
・クレジットカードのポイントを利用した特許手数料納付制度の導　　

　入
・営業秘密保護コンファレンスの開催
・知的財産認識向上のためのTV公益広告
・営業秘密保護広報の動画配布
・TVの教養・時事プログラムによる偽造商品流通根絶の広報
・偽造商品に対する消費者認識度の調査
・海外知的財産権保護ガイドブックの発刊
・国際知的財産権紛争及びNPEs活動動向の調査・分析報告書の発刊
・営業秘密標準管理システムの開発及び普及完了
・登録原簿の特許・実用新案明細書、デザイン図面提供サービスの実施
・特許手数料自動納付申請機関の拡大
・特許行政サービスに対するオンライン申請手数料の引き下げ
	
	7~10月
７月
８月
９月
9~10月
10月
10~11月
11月
11月
11月
11月
11月
11月
12月
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中小・中堅企業に対するIP-R&D連携戦略の高度化





イ





民間（課題遂行機関）主導型事業遂行
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中小企業の知的財産経営支援
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産・学・研の知的財産インフラの拡充
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大学・公共（研）の知的財産能力向上
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優秀知的財産権の創出・活用のための支援体系の構築
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伝統産業における知的財産競争力の強化
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顧客中心の請願サービスの改善
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知的財産に親和的な社会基盤作り
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知的財産専門人材の育成
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社会・経済的弱者に対する知的財産支援の拡大
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国内外における知的財産権保護の強化
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国内知的財産権保護システムの構築





イ





海外知的財産権保護システムの構築
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� Patent Cooperation Treaty：海外特許出願手続の簡素化と統一化のための条約であり、1つの出願により条約加盟国144カ国に特許出願したことと同じ効果が発生する。


� 全世界特許出願の約80％を占める特許庁で韓、米、日、EU、中の特許庁を指す。


� Patent Prosecution Highway：出願人が第１国で特許可能であるという判断を受けた場合、第２国で同一特許出願に対して優先審査申請が可能な制度


� 実現及び維持が容易で費用が比較的かからず、最貧国・開発途上国のような遅れた地域での活用に適合した技術


� PCT-PPH：出願が該当国のPCT国際調査機関で特許が可能であるという判断を受けた場合、相手国で同一特許出願に対して優先審査の申請が可能な制度


� コンピュータやサイバー空間におけるIP追跡及びデジタル証拠収集・分析のための捜査装備


� Non-Practicing Entities：通常パテントトロールと言い、製造活動を行わず、特許ライセンシング及び訴訟等を通じて収益を創出する会社であり、全世界に約380社が活動中（2011．１、Patent Freedom）


� One Portal Dossier：特許出願に関連のある先進５カ国特許庁からの関連情報（審査履歴及び結果、特許公報）を統合して一度に提供


� Patent Law Treaty：特許出願手続と形式の単純化及び全世界的に統一化するための条約


� 1つの出願書をWIPOに提出すれば、複数の指定国に出願した効果を付与するデザインの国際出願に関する条約


� ５特許庁が２つずつ推進、韓国特許庁は「審査官訓練政策」及び「機械翻訳」課題を担当


� Korea Intellectual Property Association：企業の知的財産経営ノウハウを共有・普及するための企業協議体であり、主に大手企業及び中堅・中小企業の110社で構成


� 1つのPCT出願に対し、複数の国際調査期間が共同で国際調査報告書及び見解書を作成する制度


� 両国共同出願に対し、第１国が優先的に審査し、第２国は第１国の審査結果を活用して審査


� 特定人の商標として認識されているものと同一・類似した商標を先占するために出願する行為


� 商品国際分類（NICE分類）以外に協力国家間で相互認定できる商品・サービスの名称を交換したリストであり、2004年から始めて現在韓・米・日・EU等の８商標庁が参加


� African Regional Intellectual Property Organization：アフリカ地域の英語圏国家間知的財産機構


� 英語版（2007年）、アラビア語版（2009年開発、2010年公式リリース）、スペイン語版・フランス語版（2010年開発、2011年公式リリース）





� 特許訴訟や競争企業の牽制等に活用できる数十～数千件の主要・源泉・標準特許等で構成された知的財産の複合体


� Digital Rights Management：デジタルコンテンツの無断使用を防ぎ、提供者の権利と利益を保護する技術とサービス


� 知的財産情報分析、評価・取引及び戦略樹立コンサルティング等、知的財産の創出・活用を活性化するための後方支援産業


� 特定地域の地理的・環境的特性、品質、名声又はその他の特徴を含む農・水・林産物及びその加工品又は手工芸品に使用するための団体標章
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